別添１　高齢者医薬品適正使用推進事業に係る地域調査一式の企画書作成のための仕様書
１　事業実施の趣旨
高齢化の進展に伴い、加齢による生理的な変化や複数の併存疾患を治療するための医薬品の多剤服用等によって、安全性の問題が生じやすい状況があることから、厚生労働省では、平成29年４月に「高齢者医薬品適正使用検討会」を設置し、安全性確保に必要な事項の調査・検討を進めている。

同検討会では、高齢者の薬物療法の適正化（薬物有害事象の回避、服薬アドヒアランスの改善、過少医療の回避）を目指し、高齢者の特徴に配慮したより良い薬物療法を実践するための基本的留意事項として、平成30年５月に「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」、令和元年６月に「同指針（各論編(療養環境別)）」を取りまとめ、都道府県等に周知した。また、ポリファーマシー対策のさらなる推進のため、令和元年度に本事業において指針の活用状況や各施設におけるポリファーマシーの取組状況の調査を実施し、調査で明らかになった課題を解決するための業務手順書及び様式事例集として「病院における高齢者のポリファーマシー対策の始め方と進め方」（以下「業務手順書等」という。）を令和２年度に作成した。

令和３年度には、業務手順書等を実際に病院において運用し、その実用性と課題を確認しているところであるが、更なる高齢者の薬物療法の適正化推進のためには、病院のみならず、地域の診療所等においてもポリファーマシー対策が一層進展する必要がある。地域の診療所等でポリファーマシー対策を取り組むに当たっては、地域の施設（病院、診療所、薬局、介護施設等）間の連携による取組みが必要となることから、病院内の取組みとは質的に異なる部分も多く、地域に焦点を当てた取組みが求められる。
業務手順書等は病院を対象としたものであり、診療所等においても適用できる内容については活用することが期待されているが、地域の診療所等を念頭に作成されたものではない。このため、本事業では、業務手順書等を地域で活用するに際し、不足する内容や課題等を明らかにすることによって、今後の高齢者の薬物療法の適正化推進に資する情報を収集することを目的とする。
（参考）
　高齢者医薬品適正使用検討会
　　https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-iyaku_431862.html
２　事業委託内容
（１）業務手順書等の地域での活用における課題の調査

　①　業務手順書等を活用したポリファーマシー対策の実施

ア．業務手順書等の「ポリファーマシー対策を始める際の課題と対応策」を活用したポリファーマシー対策導入に向けての課題の確認

イ．業務手順書等の「ポリファーマシー対策の体制づくり」を活用したポリファーマシー対策を進めるにあたっての課題の確認

ウ．ポリファーマシー対策の取組みのアウトカム指標等の検討

エ．地域でのポリファーマシー対策導入に向けた実施事項・実施計画等の作成

オ．地域でのポリファーマシー対策の体制構築

（例：地域の関連施設へのアンケートの実施、地域の医師会・薬剤師会等を通じた取組みの啓発活動や研修・勉強会等の実施、各施設におけるポリファーマシー対策業務手順書の整備、地域の関連施設間のポリファーマシー会議等の実施等）

カ．地域の関連施設間の情報提供体制の整備

（例：地域関連施設間でのポリファーマシー対策業務手順書の整備、電子版お薬手帳やオンライン資格確認等システム等の情報通信技術（ICT）の活用、地域の医師会・薬剤師会等を通じた取組みの啓発活動や研修・勉強会等の実施等）

キ．事業実施前後のアウトカム評価

　②　検討項目

ア．業務手順書等の活用結果を踏まえた、地域関連施設間でのポリファーマシー対策の実施のための課題や業務手順書等として整備すべき事項
（例：地域の関連施設に対するアプローチ方法等）

イ．業務手順書等の活用結果を踏まえた、各施設内におけるポリファーマシー対策の実施のための課題や業務手順書等として整備すべき事項

ウ．アウトカム評価の定量化

エ．その他、事業遂行を通じて得られた知見の整理
（２）事業の実施にあたっての留意事項
ア．地域におけるポリファーマシー対策に関する連携体制の構築状況（地域の医師会、薬剤師会等の連携状況を含む。）、ポリファーマシー対策の進捗状況を明確にした上で、実施計画を示すこと。
イ．事業の進捗状況を厚生労働省医薬・生活衛生局医薬安全対策課担当職員（以下「担当職員」という。）に適宜報告し、必要に応じて担当職員の指示を仰ぎながら事業を遂行すること。このため、必要に応じて担当職員との報告会議を実施すること。報告形式はオンラインを基本とするが、受託者側の事情により対面で開催する場合は、旅費等は受託者の負担とすること。
ウ．事業の進捗状況、成果等については、高齢者医薬品適正使用検討会に報告を行うこと。中間報告と成果報告の２回の報告を予定しており、同検討会において実施内容等について意見があった場合は、当該意見を踏まえて事業を遂行すること。同検討会にはオンラインでの参加を基本とするが、受託者側の事情により実地に参加する場合は、旅費等は受託者の負担とすること。
エ．本事業に係る経理処理は受託者の会計担当に行わせること。

３　事業実施期間（事業契約期間）
    契約締結日から令和５年３月31日（金）まで
　
４　事業委託予定額（限度額）
　　複数者採択予定だが、合計額の上限は8,562千円（消費税及び地方消費税額を含む）
５　委託事業結果の公表について
　　厚生労働省のホームページにて結果を公表する。

　　（URL: https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-iyaku_431862.html）
６　応募にあたっての留意事項
（１）事業の組織について
本事業の実施にあたっては、代表者を定めるとともに、組織の枠組みを明確にすること。
（２）委託費の管理及び経理について
代表者は、その責のもと委託費の管理及び経理を行うとともに、厚生労働省医薬・生活衛生局長と委託契約書を交わすものとする。
また、本委託費の支払方法は精算払いとし、事業終了後に請求書を提出するものとする。
（３）納入成果物の提出について（別添２参照）
○納入成果物

　別添２は、本件にて納入する成果物の一覧である。また、作業をするにあたって、別添２に記載されていない成果物が発生した場合も、成果物として納入すること。なお、納入形態については担当職員と協議することとする。
　最終成果物を納入するにあたっては、担当職員にて成果物の内容等を審査するため、原則、期限の一週間前までに提出すること。

○納入形態

　受託者は納入時に、日本語で作成した指定のドキュメントを紙又は外部記憶媒体（CD-R又はDVD-R）により提供すること。紙のサイズは、日本産業規格Ａ列４番を原則とする。図表については、必要に応じてＡ列３番を使用することができる。また、差し替えが可能なようにバインダー方式とする。
　電子媒体はMicrosoft Word 2016、同Excel 2016、同PowerPoint 2016で読み込み可能な形式とすること。ただし、担当職員が他の形式による提出を求める場合は、協議の上、これに応じること。なお、受託者側で他の形式を用いて提出したいファイルがある場合は、協議に応じるものとする。

○納入場所

　厚生労働省医薬・生活衛生局医薬安全対策課

(４)検査について
成果物について、「（３）納入成果物の提出について」に記載するすべてが揃っていることを医薬・生活衛生局医薬安全対策課が確認し、これらが確認され次第、検査終了とする。
７　再委託について

　（１）契約に係る事務又は事業の全部を一括して第三者（契約者の子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。）を含む。以下同じ。）に委託することは禁止する。なお、特段の事情により第三者に再委託する場合は、必ず当課担当者と書面をもって協議した上で厚生労働省の承認を得ること。

　（２）再委託する場合には、その最終的な責任は本事業の受託者が負うことを明記すること。

　（３）委託業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管部分は再委託してはならない。

　（４）委託契約金額に占める再委託契約金額の割合は、原則２分の１未満とすること。
８　その他
事業を実施するにあたり、新型コロナウイルス感染症を予防するため、可能な限り、対面での接触を避け、対面での接触を避けられない場合は、マスク着用等の感染予防措置をとること。
　　（参考）
　　　厚生労働省HP　新型コロナウイルス感染症予防について
　　　　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00094.html
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別添３
誓　　約　　書
私　＜代表者名＞は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
　また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。
記
１　契約の相手方として不適当な者
　(1)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２項に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
　(2)　役員等が、自己、自社、若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
(3)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
(4)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
(5)　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
２　契約の相手方として不適当な行為をする者
　(1)　暴力的な要求行為を行う者
　(2)　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
　(3)　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
　(4)　偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為を行う者
　(5)　その他前各号に準ずる行為を行う者
令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　                          住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　                          代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　                          　生年月日
